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Ⅳ．項目別計画 

2026年～2029年 

（R8年～R11年） 

2041年～ 

（R23年～） 

2030年～2040年 

（R12年～R22年） 

Near-Term（短期計画） Mid-Term（中期計画） Long-term（長期計画） 
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「項目別計画」は，「Ⅱ．キャンパスの将来像」，「Ⅲ．アクションプラン」及び「Ⅴ．

キャンパスの現状と課題」を踏まえて，Mid-Term（2040（R22）年）までの向こう15年間の

計画とする。 

point 

１．土地利用 

経営的視点に立って，保有施設量の最適化をめざし，選択と集中を進める。 

２．ゾーニング 

各キャンパスのゾーニングについては，将来の敷地利用計画に配慮したサスティナブルな

キャンパスとする。 

１．土地利用 

本学が保有している資産は2004年4

月，国立大学法人が教育研究等の業務

を確実に実施するために必要なものと

して，国から継承されたものである。 

また，「国立大学法人の組織及び業

務全般の見直しについて」〔2021年

（令和3年）7月文部科学大臣決定〕に

おいて，効果的な資産運用や保有資産

の積極的な活用等を通じて，財源の多

元化を進めることとし，施設につい

て，老朽改善整備による長寿命化等の

計画的な施設整備の実施，施設マネジ

メントの推進，多様な財源の活用等に

取り組むこととされている。 

このような背景を踏まえ，本学の土

地については，経営のための資源とし

て捉え，効果的な活用を図っていくと

ともに，定期的に保有資産の見直しを

行い，選択と集中を進め土地利用の最

適化，効率化に努める。 

五福キャンパスについては，隣接す

る県の五福公園や県営富山野球場，五

福陸上競技場等の運動施設との相互利

用を促進する。今後は，土地利用の最

適化，効率化，五福キャンパス駐車場

の有料化等の計画を策定する。 

西田地方団地については，農場とし

ての利用が終了し，大学として短期か

ら長期に渡り土地を利用（使用）しな

いことを確認したため，民間事業者へ

の貸付事業の方針で手続きを進める。 

２．ゾーニング 

各キャンパスのゾーニングについて

は，将来の敷地利用計画を考慮したサス

ティナブルなキャンパスとする。 

ゾーニングは，それぞれの領土を示す

ものではなく，将来のキャンパスを具現

化するためのイメージを共有するもの

であり，将来の建物の配置計画に合わせ

てその都度見直していく。 

ゾーニングの設定については，次の視

点により設定を行う。 

❑ 管理・共通ゾーン，福利厚生ゾーン，教

育研究ゾーン，産学連携ゾーン，運動施

設ゾーン，緑地ゾーンの各ゾーンは，目

的に応じてそのゾーンにふさわしい環

境が形成されるように設定する。 

❑ 各ゾーンの規模は，敷地の規模・特徴を

考慮し，将来の施設規模等を踏まえ，建

ぺい率や容積率を考慮して適切に設定

する。 

❑ 建物主体のゾーンについて，類似建物

は，施設利用状況調査等による施設の点

検・評価を基にスペースの再配分，共同

利用化等を行い，集約化する。 

❑ 建物配置は，ゾーニング及びキャンパス

将来構想の動線計画・パブリックスペー

ス計画に合致した配置とし，施設マネジ

メント委員会でキャンパスマスタープ

ランとの整合性について審議し決定す

る。 

point 

15 項目別計画について 

16 土地利用，ゾーニング計画 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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図表－16.1  五福キャンパス ゾーニング 

 

凡例 ゾーン名 

 管理・共通ゾーン 

 福利厚生ゾーン 

 教育研究ゾーン 

 産学官連携ゾーン 

 運動施設ゾーン    

（戦略的活用を図るｿﾞｰﾝ） 

 緑地ゾーン 

 呉羽山断層帯 

 騒音・臭気等が発生する施

設エリア 

❑ 五福キャンパスでは，キャンパス全体の

調和を図るために主軸となるメインス

トリート周辺を緑地ゾーンとし，動線計

画と連動した交流の場として，メインス

トリート沿いに管理・共通ゾーン，福利

厚生ゾーン，教育研究ゾーンを設定し

た。運動場・駐車場等のまとまった屋外

パブリックスペースを周辺部に設定す

ることにより，管理・共通ゾーン，福利

厚生ゾーン，教育研究ゾーン，産学官連

携ゾーンの各ゾーンを分断することな

く連結させる設定とした。 

地域連携を行うゾーンは，利便性が高い

正門付近に設定し，産学官連携を行う

ゾーンは，富山市新産業支援センター

（富山市の産学官連携による新産業育

成施設）に隣接し利便性が高い工学部東

門付近に設定した。 

❑ 騒音・臭気・排ガス等が発生する施設（実

習工場・創造工学センター等）は，集約

して他と分離し，教育研究施設と隣棟距

離を開けて配置する。 

❑ 五福キャンパスでは，運動施設ゾーン

は，複数ある施設（運動場，体育館）の

集約化及び隣接する県の運動施設との

学内外の相互利用を促進することによ

り戦略的活用を図るゾーン（変えていく

部分）とし，呉羽山断層帯の上に立つ工

学部ゾーンのゾーニングの見直しを含

め，強靭で持続可能なキャンパスへと発

展させる計画とする。 

老朽化が著しく大学の活動に与える影

響が少ない施設については，今後集約化

等について検討を進める。 

❑ 杉谷キャンパスでは，埋蔵文化財包蔵地

は要保護措置とし，時代を継承する特徴

的な空間として保全し継承していく。 

メインストリート 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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図表－16.3  高岡キャンパス ゾーニング 

凡例 ゾーン名 

 管理・共通ゾーン 

 教育研究ゾーン 

 運動施設ゾーン 

 居住ゾーン 

 緑地ゾーン 

図表－16.2  杉谷キャンパス ゾーニング 

凡例 ゾーン名 凡例  

 管理・共通ゾーン  運動施設ゾーン 

 附属病院・診療ゾーン  緑地ゾーン 

 教育研究ゾーン  埋蔵文化財包蔵地 

 産学官連携ゾーン  重要な埋蔵文化財包蔵地（要保護措置） 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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個性的で魅力あるキャンパス景観は，豊かなランドスケープの上に成立する。 

快適な屋外環境は，良質な施設が快適な屋外環境と一体となることによって形成される。 

「夢があり個性きらめくキャンパス」を継承していくため，ランドスケープを構成する重要

な要素を取り入れながら，全体が調和したキャンパス計画とする。 

個性的で魅力あるキャンパス景観は，豊

かなランドスケープの上に成立するもので

あり，良質な施設が快適な屋外環境と一体

となることによって形成される。 

快適な屋外環境は，地域に開かれた場と

して時代を超えて継承されていく公共的な

空間であり，ゆとりと潤いのある豊かな

キャンパスとするために必要不可欠な要素

である。 

ランドスケープを構成する重要な要素

は，眺 望，軸 線，門，塀，広 場，緑，水，

ランドマーク等であり，これらの要素を取

り入れながら，全体として調和がとれるよ

うキャンパス計画を行う。 

米国の Ivy Leagueに属している大学で

は，広大な敷地や空間を有しているが，ラ

ンドスケープを重要視し，広場に新たな建

物を建設することを避け，地下に施設を建

設したり，キャンパス外に建物を求めたり

して，将来にわたって良好なキャンパス環

境を維持していくための取組を強力に実践

してきている。 

本学のキャンパスにおいても，建物の位

置，高さ，規模，色，デザイン等について

十分な検討が必要であり，「一つの建物に

よってキャンパスが廃墟に化す」ことがあ

ることに注意を払う。 

また，ランドマークは大学の顔づくりや

イメージを形成しており，著名な建築家の

建物や寄付者の名を冠した塔などは，記念

写真の場となり，多くの人々の記憶に残

り，大学の魅力やブランド力を高める効果

が期待できる。 

本学のキャンパスから望む立山連峰の雄

大なパノラマは，富山大学ならではのかけ

がえのない景観である。同時に，キャンパ

ス周辺部に住まう住民の方々も，この景観

を大切にしていることに配慮する。 

杉谷キャンパスでは，主軸周辺の医薬学

図書館・福利棟・災害対策プラザ・講義実

習棟において，ランドスケープに配慮した

整備を行った。 

今後，個性的なキャンパスを創造しつ

つ，より具体的なランドスケープ計画の策

定が求められる。 

point 

五福キャンパス 

杉谷キャンパス 高岡キャンパス 

17 ランドスケープ計画 
 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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１．オープンスペース計画 

オープンスペースは，キャンパスに必要とされる「コミュニケーションが発揮される場」

である。 

オープンスペースは，キャンパスの印象を決定づけるとともに，秩序と規制を与える役割

を果たす。 

 

２．パブリックスペース計画 

パブリックスペースは，交流を活性化し，地域のオープンスペースとしての役割を担って

いる。 

安全で市民の空間として開放できるスペースをキャンパス内に設定する。 

１．オープンスペース計画 
オープンスペースとは，複数の建物の

壁面線とその間に創造された屋外空間で
あり，キャンパスの印象はオープンス
ペースにより左右される。 

オープンスペースは，キャンパスに必
要とされる「コミュニケーションが発揮
される場」であり，歓談，休憩，創造の
場，カリキュラムとオフカリキュラムを
つなぐ場に利用されるスペースとして重
要である。 

大学の競争力低下はユニバーサルアク
セスの欠落によるものとの指摘もあり，
この促進のためにも可能な限りスペース
を確保するとともに，質を向上させて提
供する。 

また，オープンスペースは，キャンパ
スに秩序と規制を与え，無秩序に拡大す
ることを抑える役割を果たし，キャンパ
ス計画では極めて重要な位置を占めるも
のである。 

キャンパスは，都市計画においてオー
プンスペース化されたものとも捉えられ
ており，特に五福キャンパスは，隣接す
る五福公園と一体となった空間の確保や
防災計画における地域の安全空間と位置
付けて，県，市及び地域と連携していく
ことが重要である。 

 
２．パブリックスペース計画 

五福キャンパスでは，メインストリー
ト（ゆりの木通り）沿いにいくつかのポ
ケットパークが設置してあり学生等の憩
いの場となっているが，十分でなくベン
チ等も不足している。また，建物と屋外
空間をつなぐエントランスが魅力的とい
えない場所もあり，特色があり魅力的な
空間を提供する必要がある。 

生涯学習の場としての学習施設や運動
施設，図書館の開放，地域産業界との共
同研究等，大学の施設と周辺地域との結
びつきはますます強くなってきており，
交流を活性化し，地域のオープンスペー
スとしての役割を担うパブリックスペー
スは，安全で市民の空間として開放でき
るスペースをキャンパス内に設定すべき
である。 

また，パブリックスペースは空間の多
様性に富み，ポケットパークやエントラ
ンスガーデンとして演出し，キャンパス
内を豊かな空間にするものでもある。 

ポケットパークは，敷地内の空いた小
さなスペースを利用して生まれる「憩い
のオアシス」である。キャンパスに市民
や学生が集まる憩いの場としてポケット
パークを提供することで，気軽に立ち
寄った市民や学生に自然に会話が生ま
れ，交流を活性化させるものである。 

エントランスガーデンは，緑があふれ
るガーデンを玄関前に提供することで，
エントランスに緑を引き込み，建物と屋
外空間を緩やかにつなぎ，それぞれのエ
ントランスに特色を与えることで魅力的
な空間を提供するものである。 

上記のパブリックスペースの創出にあ
たっては，部局や建物管理者の合意の基
に設定することとするが，管理区域を除
くエリアと建物のベースフロア（通常１
階部分）に連なる屋外空間を一体とした
ラーニングスポットとともにパブリック
スペースとして定義して整備する。ま
た，建物周辺には，小規模な駐車場・駐
輪場が点在しており，これらを周縁部分
へ集約配置し，跡地をパブリックスペー
スとして活用する。 

point 

18 オープンスペース，パブリックスペース計画 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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高岡キャンパス 

図表－18.1  パブリックスペースの概念図 

五福キャンパス外部空間（ゆりの木通り） 

五福キャンパス工学部 PALEY PARK  NYC 

高岡キャンパス 

五福キャンパスポケットパーク 

ポケットパークなど 

エントランスガーデンなど 

屋外空間 

ラーニングスポット（パブリックスペースに連なる一体空間） 

ラーニングコモンズ       

生涯学習，地域連携 

スペースなど 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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１．キャンパスの入り口までの交通計画 

キャンパス計画は，車から人へのサー

ビスに復古してきている。 

通学環境の改善・整備に向け，自治体

等と連携していく。 

公共交通機関の積極的利用を図り，地

球環境とキャンパス環境にやさしい「車

から人へのキャンパスづくり」を推進す

る。 

 

２．駐車場計画 

五福キャンパス及び杉谷キャンパスで

は，建て詰まりが著しく，キャンパスの

将来性を考慮した場合，危機的な状況に

ある。一方，学内では未だ駐車スペース

拡充の要望が多い。このため，土地利用

の効率化を図るため立体駐車場等を集約

して整備し，空地（オープンスペース）

を拡充していく。 

３．駐輪計画 

五福キャンパスでは，軸線に沿って雑

然と駐輪されており，キャンパスの空間

質を貧しくしている。このため，キャン

パスの周縁部分に集約してスペースを設

ける。 

 

４．動線計画 

歩行者及び附属病院の利用者等に優し

く，安全で，わかりやすい動線となるよ

う配慮する。 

１．キャンパスの入り口までの交通計画 

本学の各キャンパスは，中心市街地や

利便性のよいJRの駅から遠いこともあ

り，自動車や自転車によるアクセスが主

となっており，駐車・駐輪スペースの確

保が課題となっている。 

通学や通勤のアクセスについては，都

市計画として位置付けることが重要であ

るが，富山市では「コンパクトシティ」

を提唱し，LRT（Light Rail Transit ）の延

伸及びバス等の公共交通機関等を活性化

し，公共交通を軸としたコンパクトな街

づくりを目指している。 

一方，本学においては，富山市の今後

の交通政策を注視しつつ，通学通勤の環

境改善を図って行く必要がある。 

また，公共交通機関との連携による経

済効果等，エビデンスやシミュレーショ

ンデータを整備し，実現に向けた計画を

提案する必要がある。 

 

 

 

 

 

２．駐車場計画 

五福キャンパス及び杉谷キャンパス

は，駐車スペースの拡張の要望が多く寄

せられている。 

一方，両キャンパスとも建て詰まりが

著しく，キャンパスの将来を考慮する

と，大学としての機能強化に支障をきた

すことが懸念される。 

今後は，公共交通機関のサービス提供

や利用状況を踏まえ，土地利用の効率化

を図るため立体駐車場等を集約化して整

備し，空地（オープンスペース）を拡充

していくことによって，魅力あるキャン

パス環境（空間）を創出していく。 

point 

19 交通，動線計画 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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（１）五福キャンパス 

現在の駐車収容台数は図表－19.1の

ように815台となっている。キャンパス

の敷地が次々に駐車場に変えられてきて

おり，駐車場が増えるにつれて，キャン

パスとしての憩いの空間・潤いとゆとり

が失われてきている。 

このため，駐車場を集約することに

より，くつろげるオープンスペースやパ

ブリックスペースの空間を拡充していく

必要があり，前述のように自治体等と連

携し，通学環境の改善するほか，立体駐

車場による集約化，隣接地に駐車スペー

スを確保する，アドレス制の導入，ゲー

ト設置と駐車場の有料化などについて検

討し改善する。 

また，「車から人へのキャンパスづ

くり」を反映したビジョンを図表－19.2

に示す。 

今後は，駐車車両台数，路上駐車車

両台数，入構許可証発行枚数等の調査を

実施・検証し，駐車場の規模・配置につ

いて検討するとともに，現在実施してい

る入構規制（入構許可証の交付を受け表

示）と取締りに加え，ゲート化，有料化

等の計画を進め，無許可車両を排除し路

上駐車を抑制する。 

図表－19.1  五福キャンパスの駐車スペースと駐車台数（現状） 

Ａ 

Ｂ Ｄ 

Ｅ 

Ｃ 

Ｆ 

Ｇ 

Ｈ 区域 一般用 来客用 身障者用 計 

A 38 0 3 41 

B 69 15 3 87 

C 154 3 2 159 

D 60 5 6 71 

E 38 0 0 38 

F 58 5 3 66 

G 34 0 0 34 

H 301 14 4 319 

計 752 42 21 815 

（令和8年1月現在） 
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図表－19.2  五福キャンパス 「車から人へのキャンパスづくり」を反映したビジョン 

（２）杉谷キャンパス 

駐車場の有料化は既に行われている

ものの，スペースの確保については，

キャンパスとしてのあり方や将来構想等

を踏まえて，位置，必要台数，運営方式

及び他のキャンパスとのサービスの均衡

性等について考慮しながら進めていく必

要がある。現在は立体駐車場（253台）

を含め，2816台のスペースを確保して

いるが，苦肉の策として道路路肩に駐車

スペースを設けているように，平面駐車

のスペースは限られている。一方で学生

等からの拡張要望が依然として多い。こ

のため，駐車条件の指定化，厳格化等の

計画が求められる。 

2015年度，狭隘化解消のための一つ

の対応策として，駐車場用地を隣地に購

入し整備を行った。（297台） 

図表－19.3  杉谷キャンパスの駐車スペースと駐車台数（現状） 

区分 台数 

患者用駐車場 364 

患者用立体駐車場 253 

教職員用駐車場 316 

学部学生・教職員
用駐車場 

1266 

大学院生・教職員
用駐車場 

453 

業者・来客者用駐
車場 

66 

道路路肩駐車ス
ペース 

98 

計 2,816 

…駐車場ゲート 

（令和8年1月現在） 
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３．駐輪スペースの現状 

五福キャンパスでは，約 4,000㎡，約

3,200台の駐輪スペースが用意されている

が，景観を大切にすべき「キャンパス軸」

に沿って雑然と駐輪しており，キャンパス

空間の質を貧しくしている。 

この環境を改善するため，キャンパス周

縁部分に駐輪スペースを集約させて配置

し，キャンパスの中央部分への乗り入れを

禁止または抑制することが理想である。 

実現のためには，駐輪台数の把握やキャ

ンパス周縁部のスペース確保，運営及び予

算,パブリックスペースに面するエントラ

ンスの設え方などの課題を解決していく必

要があり，今後も継続的に検討する。 

また，各部局と連携し，キャンパス内で

の自転車利用について，マナー改善，意識

改善を定着させるための教育も重要であ

る。 

 

４．動線計画 

動線計画は，歩行者に優しくわかりやす

い動線となるように配慮するとともに，

キャンパスに接続する主要道路からキャン

パスへの出入り口部分の機能性，安全性を

確保し，建物間の接続性，構内動線の明確

化及び駐車場の確保等について，管理運営

方針を踏まえて設定する。 

また，杉谷キャンパスについては，附属

病院の利用者動線と学生・教職員及びサー

ビス動線を整理して，利用者にわかりやす

い動線となるように計画し，病院再整備事

業の進捗に合わせサイン等を含め，整備し

ていく。今後は，「車から人へのキャンパ

スづくり」の観点から，歩車分離した動線

計画を策定する。 

（３）高岡キャンパス 

現在，図表ー19.4の通り，268台のス

ペースを確保しており，十分な駐車場ス

ペースを保有している。 

今後はキャンパスの魅力を維持しつ

つ，オープンスペースやパブリックス

ペースを充実させていくことが重要で

ある。 

五福キャンパス工学部駐輪場（527台） 

区分 台数 

一般用 244 

来客用 14 

身障者用 4 

洗心苑 6 

計 268 

図表－19.4  高岡キャンパスの駐車スペースと駐車台数 

（令和8年1月現在） 
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個性的で魅力あるキャンパス環境の確保のため，建物，空間，エクステリア及びストリート

ファニチャー等について，デザインの統一と調和及び安全確保を目的とした「デザインガイド

ライン」を策定する。 

現在，本学には建物，空間，エクステリ

ア及びストリートファニチャー等について

キャンパス内のデザインを統一する等の取

り決めがなく，仮に設計者や設置者の好み

等によって，建設や設置がされた場合に

は，全体としてまとまりのないキャンパス

となることが懸念される。 

このため，デザインの統一や調和を目的

とした「デザインガイドライン」を策定

し，まずは，パブリックスペース整備に優

先して適用する。 

策定にあたっては，必要に応じ学内外の

専門家等の知見を求めつつ，次の項目につ

いて検討する。 

１．外壁・内壁 

❑ 周辺の町並みや環境等に配慮した外壁 
 ・メインストリート沿い：二丁掛タイル 

 ・メインストリート以外：複層塗材 

❑ 彩度，明度，色相 
 ・タイル：INAX COM-255/S078SA-4607 

 ・複層塗材：N7（マンセル値） 

 ・内部EP：N8.5 

❑ アクセント色 
 ・パールグレー（校章のカラー） 

❑ 統一感を持たせるための素材，テクス

チャ等 
 ・押出成形セメント板，アルミパネル 

２．壁面線，スカイライン 

❑ キャンパスの景観が統一されるように

配慮する 

３．ファサード 

❑ 統一感や調和に配慮した，流行に左右

されないデザインや素材 

４．舗装 

❑ キャンパスは，道路や駐車場が主役で

はないため，アスファルトの舗装は最

小限にとどめ，歩行者や環境にやさし

い素材と色等に配慮 

❑ 歩床ブロックの色や配合比等につい

て，統一感を持たせるように配慮 

５．植栽 

❑ 統一性や維持管理への配慮 

❑ 新たに植栽する場合の樹種選定等 

６．サイン 

❑ キャンパス全体で他の構成要素も含

め，安全はもとより調和と視認性のバ

ランス等に配慮。詳細は「20  サイ

ン，アート計画」による 

７．エクステリア，ストリートファニチャー 

❑ キャンパス空間とマッチした素材，色

等 

８．外灯 

❑ デザイン，省エネルギー等 

９．屋根 

❑ 低層部の屋根の色について，太陽光の

反射拡散，外壁への映り込み，省エネ

ルギー等に配慮 

１０．玄関及びドア 

❑ 視認性，安全性に配慮して，統一感を

もたせる 

❑ 室用途に応じて，大きさ，形状，色，

セキュリティ方式等に統一感をもたせ

る 

１１．ポケットパーク 

❑ 上記1.～10.に示す項目を生かし，パブ        

リックスペースでの交流を活性化させ

るために，歩行者の憩いや集いの場と

して，オアシスとなるよう配慮した規

模，構成，素材等    

１２．エントランスガーデン 

❑ 場所に応じて，統一感をもたせたデザ

イン，大きさ，素材 

 

１３．メインストリート 

❑ 景観軸としての機能を持たせ，眺望を

重視して建物配置を行うとともに，意

匠の一体性及び高さの統一性を図るた

め低層のタイル張りとする 

point 

20 デザインガイドライン計画 
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１．サイン計画 

2013年度に策定した「富山大学サイン計画」に基づき整備を推進するとともに，利用者

の安全確保に配慮する。 

 

２．アート計画 

アートは，空間を豊かにし，空間のアイデンティティを強く創出することにつながる。 

アートを設置する場合は，空間や建物のイメージを壊すことのないように配慮し，良好な

状態で維持していく。 

point 

１．サイン計画 

2013年度に策定した「富山大学サイン

計画」に基づき，継続してサインを更新

していく。 

サインは，特定，不特定の人に対する

情報伝達手段であることから，伝達すべ

き内容を正確にわかりやすく表示する必

要がある。また，利用者の安全確保の観

点から，歩行者，自転車，自動車各々の

目線で配置・デザインする。見通しを悪

くしている既存のサインについては随

時，配置等の見直しを検討する。 

サイン計画を策定するに当たっては次

の項目に配慮した。 

❑ 不特定の人々が現在位置や施設名称などを容

易に把握できるようにする。 

 

❑ 文字は，日本語と英語の併記を基本と

し，読みやすさを優先させ，誤読や誤解

のないように工夫する。 

❑ ユニバーサルデザインに配慮し，ピクト

グラフ（絵文字）により文字情報を補

う。 

❑ デザイン性，視認性，誘目性等に配慮す

る。 

❑ キャンパス間で統一性を持たせる。 

❑ 新たな組織設置や改組に備えて柔軟性を

持たせ，更新・変更時のコストを抑え

る。 

21 サイン，アート計画 

図表－21.1  2013（H25）年度富山大学サイン計画 五福キャンパス サインシステムに基づく考え方 
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2．アート計画 

アートは，空間を豊かにし，空間のアイ

デンティティを強く創出することにつなが

る。 

屋外のアートは，ブロンズ像，レリーフ

及び壁画等の芸術作品や噴水，植栽，スト

リートファニチャー等もアートとみなすこ

とができる。 

屋外アートの設置場所については，オー

プンスペースや建物の正面入り口等が考え

られるが，空間や建物のイメージを壊すこ

とのないように配慮する。 

また，屋内においてはパブリックなス

ペースを中心に，建物のクオリティに応じ

てアートを厳選してセッティングするとと

もに，良好な状態で維持していくことに

よって，豊かな空間を醸成していくことが

必要である。 

１．ユニバーサルデザイン化の推進 

多様な人々がキャンパスを利用する機

会が増えていることから，利用者の日常

的な行動に対する安全性を確保し，円滑

に利用できる環境づくりに取組む。 

 

２．バリアフリー化の推進 

利用者の動線や建築物の利用形態を踏

まえ，障害の種類に応じた安全性，利便

性等に配慮して整備を行う。 

 

３．アクセシビリティの向上 

利用者が支障なくアクセスできる方法

を多角的な視点で検討し，アクセシビリ

ティの向上を推進する。 

 

４．レビュー 

ユニバーサルデザインの導入や，バリ

アフリー及びアクセシビリティの改善整

備を実施した際は，施設利用者の視点か

ら総合的に評価及び検証を行い，次の整

備に反映させる。 

point 

１．ユニバーサルデザイン，バリアフリー

とアクセシビリティについて 

（１）ユニバーサルデザインとは 

障害の有無，年齢，性別，人種等に

かかわらず，多様な人々が利用しやす

いよう都市や生活環境をデザインする

考え方であり，キャンパス整備におい

ては，施設の設計時に対応を図るべき

ものである。 

（２）バリアフリーとは 

障害のある人が社会生活をしていく

うえで障壁（バリア）となるものを除

去するという意味で，もともと住宅建

築用語で登場し，段差等の物理的障壁

の除去をいうことが多いが，より広く

障害者の社会参加を困難にしている社 

会的，制度的，心理的な全ての障壁の除

去という意味でも用いられる。（以上，

障害者基本計画2002年（平成14年）12

月24日 閣議決定より）「高齢者，障害

者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（バリアフリー新法）」〔2006 年

（平成18年）12月20日施行〕により，

学校（大学含む）及び病院は特定建築物

として，利用等円滑化基準による適合努

力義務を課せられている。 

（３）アクセシビリティとは 

障害者や高齢者を含む誰もが，建物

や情報・通信などのサービスに，支障な

くアクセスできるかどうか，またその度

合いを表す用語である。 

建築の分野においては，公共の建築

物や公共交通機関，道路などの設計・建 

高岡キャンパスモニュメント 

22 ユニバーサルデザイン計画 

高岡キャンパスモニュメント 
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築にあたって，障害者も容易に利用でき

る仕様となっている状態を示すものであ

る。 

 

２．ユニバーサルデザイン化の推進 

地域や産業界との連携，生涯にわたる

学習ニーズの増大，留学生の増加などに

より，多様な人々がキャンパスを利用す

る機会が増えており，利用者の日常的な

行動に対する安全性を確保し，円滑に利

用できる施設や屋外環境を確保する必要

がある。 

ユニバーサルデザインの推進について

は，建物の整備時に「都立建築物のユニ

バーサルデザイン導入ガイドライン」

〔東京都財務局 令和5年4月1日改正〕を

参考にして取組を進めていく。 

また，本学として明確な方針や制度が

示された場合は，施設面での対応の見直

しを行う。 

 

３．バリアフリー化の推進 

バリアフリーにあたっては，利用者の

動線や建築物の利用形態を踏まえ，障害

の種類による安全性，利便性等に配慮し

て整備を行う。また，既設建物について

は，計画的に改善整備を進めていくこと

を提案する。 

整備にあたっては「富山県民福祉条例

施設整備マニュアル」を参考に，障害者

の要望を踏まえて整備を行う。 

 

４．整備計画 

ユニバーサルデザインに配慮した分か

りやすいサインの整備については，屋外

サインの整備はほぼ完成しており，今後

は屋内サインの整備を進める。 

安心・安全な移動空間の整備について

は，多目的トイレ・車いす対応エレベー

タ・障がい者用駐車場・スロープ等の整

備は主要施設のほぼ全域で実施してお

り，今後は自動ドア・通路上の段差解消

等の整備を進める。 

 

５．アクセシビリティの向上 

アクセシビリティの向上にあたって

は，2013年度富山大学サイン計画の実施

にあたり，アクセシビリティマップ上に

障害者対応の入口やアクセス上のバリア

などを明示した。 

全キャンパスのアクセシビリティマッ

プの作成は完了し，利用者が建物を利用

する際に有用な情報を大学のホームペー

ジ上に公開している。 

図表－22.1  五福キャンパス 整備計画 
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６．レビュー 

ユニバーサルデザインの導入やバリアフ

リー，アクセシビリティの改善整備を実施し

た際は，施設利用者の視点から総合的に評価

及び検証を行い，次の整備に反映させるこ

とが重要である。 

 段差がなく視覚障害者に
やさしい交差点の歩道 

図表－22.2  五福キャンパス エリアⅠ アクセシビリティマップ 

※発行：学生支援センターアクセシビリティ・コミュニケーション支援室 2025年度版 
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 1.空間造り（リノベーション※）の基本的視

点と考え方 

 

（1）グローバルに活躍する多様な分野の人

材と大学の様々な人・組織をつなぎ，

新しい共同研究やイノベーションが生

まれる仕掛けと場を生み出す。 

（2）グローバルに発信する人・組織や国際

的なメディアに関わる人材とのコミュ

ニティ空間を創出する。 

（3）パブリックで魅力的なキャンパス空間

の創成を通じ，本学や地域の多様な人

材と「つなぎ・掛け合わせる」機能を

持つイノベーション促進人材（URA・

コーディネーター等）が触発し合い，

より綿密に交流する機会と場を提供す

る。 

（4）あらゆる機会を通じた多様な交流によ

り，新しい共同研究やイノベーション

を生み出す。 

（5）「富山」の特色を最大限活かし，地域

の国際競争力を高め維持する，地域の

グローバル化，イノベーション創出の

センターとなる。 

 

 

（6）東洋と西洋の英知と科学の融合（知の東

西融合）を目指す『富山大学』ならでは

のグローバル化を推し進め，地域イノ

ベーションのエンジンとなる。 

（7）『富山大学』は，クリエイティブな地方

大学として，魅力的な「富山」づくりの

核となる。 

 

2.富山大学がめざす姿 

 

（1）「富山」に居ながら，世界の人材とつな

がり，グローバルな大学活動ができる。 

（2）様々な分野の人材が効果的に掛け合わさ

り，「富山」から世界に発信するイノ

ベーションが次々と生まれる。 

（3）地方大学ならではの魅力に惹きつけら

れ，世界から「富山」に人材が集まる。 

 

 

これらの計画を実現させるため，富山大

学から地方創生を波及させるような取り組

みを推進していくことが求めらる。 

「国立大学法人等改革基本方針」等に基づく機能強化や地域社会との連携等を一層進め，

本学の強み・特色を最大限活かし，グローバル化，イノベーション創出や人材養成機能の機能

強化を活性化させる役割を果たす空間造りを行う。 

point 

23 グローバル化・イノベーション創出空間計画 

 グローバル人材育成・イノベーション創出機能を施設面からより強化するにあたり，地域

の大学，企業，公的研究機関等の指導者，研究者を惹きつける新たな出会いの機会や場を設

けるため，キャンパス空間の魅力と付加価値を高めるリノベーションが必要である。そこ

で，本学の取り組みとして，空間造り（リノベーション※）の基本的視点と考え方を次のと

おりとする。 

※リノベーション 

リノベーションとは，教育研究の活性化を引き起こすため，施設計画・設計上の工夫を行って，新たな施

設機能の創出を図る創造的な改修を指す。 
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図表－23.1 グローバル人材育成・イノベーション創出空間のイメージ 

  3.グローバル人材育成・イノベーション 創

出空間に必要な主な事項 

 

・躍動感あふれるパブリックな空間造り 

・自由でクリエイティブな交流空間造り 

・自由でクリエイティブなワークプレイス

やコンセントレーションスペース造り 

・有志の集まりから生まれた研究グループ

の活動を推進するラーニングコモンズや

オープンラボの設置及びその特性に応じ

た管理運営方式の導入 

・リノベーション効果発現シナリオの作成

と整備後の検証 

 

 

 

 

総合教育研究棟（工学系）   

（五福キャンパス） 

双方向通信を利用した学習の様子 

（五福キャンパス） 

総合教育研究棟（工学系） 

医薬イノベーションセンター  

（杉谷キャンパス） 
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１．地震災害 

建築物，基幹設備（ライフライン）等，

計画的に耐震化を進めるとともに，液状化

対策等を着実に進める。 

 

２．洪水災害 

自治体が策定している「洪水ハザード

マップ」により対策を講ずる。 

 

３．火災 

避難能力の格差等を考慮し，安全に避難

できるよう，設計時に十分に検証を行う。 

 

４．原子力災害 

  原子力災害時の体系図を整備する。 

 

５．防犯対策 

  キャンパス内の視認性を高め，ICカード

によるセキュリティシステムの導入等，将

来性を考慮した計画を策定し，対策を進め

る。 

 

６．安全衛生 

  教育研究活動において教職員，学生を含

む全構成員の安全を確保するとの考えで安

全衛生管理活動を進める。 

 

７. 防災拠点 

  施設の安全確保，教育活動等の早期再

開，避難所等としての役割を果たすための

耐災害性強化を進める。 

１．地震災害 

（１）地震災害の記録 

富山気象台等の資料によると，富山

県で起きた地震の被害は次のように記載

されている。 

863（貞観5）年6月に地震による山崩

れが発生し，民家が倒壊し，圧死者多

数。 

1586（天正13）年1月に富山県高岡市

南西部の木舟城が崩壊，圧死者多数。 

1858（安政5）年2月に跡津川断層を

震源としてマグニチュード7.3以上の地

震が発生し，富山では震度5～7程度と

推察されている。また，この地震により

「鳶崩れ」が発生して多数の死者が出た

2次災害が記録されている。 

2024（令和6）年1月1日に石川県能登

地方を震源としマグニチュード7.6の地

震が発生し，富山県では震度5強が観測

され，人的被害として死者5人・負傷者

58人（重傷14人・軽傷44人），住家被

害として全壊258棟・半壊807棟・一部

破損21,741棟の被害があった。（2025

（令和7）年5月時点） 

（２）地震による被害の予想，津波の被害

及び地震による揺れと津波の被害を軽減

するための対策について 

「呉羽山断層帯被害想定調査の調査

結果の概要について」（富山県知事政策

局防災・危機管理課 2011年（平成23

年）6月9日）による「呉羽山断層帯被

害想定調査」では，五福キャンパス，五

艘団地，寺町団地，西田地方団地では震

度7，杉谷キャンパスは震度6強と想定

され，30年以内の地震発生率は 0～

5％。震源地全体の被害想定では建物の

全壊90,424棟，半壊273,752棟，死者4,274

人，負傷者20,958人と予測されている。 

本学での被害想定について巻末の参考

資料５に，竹内 章 名誉教授より，「富

山大学にかかわる地震・津波災害とその

対策について」をまとめていただいたの

で，この資料をもとにキャンパス計画と

整備を進める。 

（３）耐震化計画 

「東日本大震災おける建物等の被害

と課題について」（P.61参照）に基づい

て，次のとおり計画を提案する。 

①建物の耐震化  

一般の施設については，「建物の耐

震改修の促進に関する法律」〔1995年

（平成7年）法律第123号〕第 4 条の規

定に基づく基本方針「建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図るための基

本的な方針｣〔2006年（平成18年）1 月 25 日

国土交通省告示第 184 号〕により，大

規模な地震が発生した場合に，倒壊又

は崩壊しないようにするため Is 値 0.6 

以上を確保するよう規定されている。 

また，学校施設については，これら

の法律及び指針によるほか，1996年に

社団法人日本建築学会学校建築委員会 

point 

24 災害と安全性を考慮したキャンパス計画 
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耐震性能小委員会においてまとめら

れた「文教施設の耐震性能等に関する

調査研究」を踏まえ，文教施設として

の特殊性（地域の避難施設となってい

ること等）を考慮し，さらに耐震性の

割増を行い Is 値 0.7 以上を確保するこ

ととしている。 

なお，国の一般庁舎では Is 値 0.6 以

上としており，本学においても一般施

設についてはこの値を参考にして耐震

補強を行う。 

耐震化を行う場合には，個々の建物

の耐震性能や耐用年数，機能改善が必

要な場合のニーズ，事業に要する経費

等を総合的に勘案した上で決定する必

要があり，極端に多くの補強部材が必

要な場合，施工が極めて困難な場合，

耐震補強によって著しく教育機能を悪

化させる場合などは，改築を選択する

こととする。 

そのほか，耐震補強の実施に当たっ

ては，建築基準法，消防法その他の現

行法令への適合等についても対応を行

う。 

②非構造部材の耐震対策の強化  

「非構造部材の耐震設計施工指針・

同解説及び耐震設計施工要領」（日本

建築学会著）を参考に新築及び改修工

事において，対応を行う。 

③実験研究設備等の防災対策の強化  

実験研究設備等の建物本体への固定

などの基本的な耐震対策については，

建物利用者に対して各種資料により周

知を図っていく。 

④基幹設備（ライフライン）の改善促進  

重要度の高い基幹設備及び老朽化の

更新時に，耐震化を含めた改善を行

う。 

特にガス配管の多くは耐震性能が劣

るため，計画的に更新を行う。 

⑤停電等発生時に必要最小限の電力等を

確保できる環境づくり  

附属病院における診療活動の継続

や，研究試料等の知的資産の保持など

のため，必要最小限の電力等を確保す

るための方策を計画的に講ずる。   

⑥津波被害の減災に向けた取組  

五福キャンパス，高岡キャンパス，

五艘団地，寺町団地については「津波

による被害発生が予想されるため「減

災」という観点から，必要に応じて避

難経路の整備等を行う。  

⑦エレベーターの安全対策 

2011年3月に発生した東日本大震災に

おいて，釣合おもりの脱落やガイド

レールが変形する事故が発生したこと

を受け，建築基準法施行令が一部改正

（平成26年4月施行）された。改正基準

に適合した脱落防止構造等への改修を

行うとともに，戸開走行保護装置，地

震時管制運転装置等の設置による安全

対策を行う。 

⑧BCP：Business Continuity Plan（事業

継続計画） 

事業継続計画は，2019年3月に策定

され，2024年4月にVer.3に改訂してい

る。各部局においては，資料編におい

て，危機対策本部の体制や非常時優先

業務を示している。大規模災害発生時

は，事業継続計画を基に対応する。 

また，様々な災害に対して行動指針

を策定する。 

 

東北大学における被害建物の様子 
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a.建物の耐震化  

新耐震基準1981年（昭和56年）以前に

建築された施設を中心に，柱等の構造部

材に大きな被害が発生している例が見ら

れたことから，引き続き，早急に建物の

耐震化へ取り組む必要がある。  

b.非構造部材の耐震対策の強化  

非構造部材においても大きな被害が生

じたことから，老朽施設の改善と併せ

て，非構造部材の耐震対策の強化につい

ても早急に取り組む必要がある。  

c.実験研究設備等の防災対策の強化  

転倒などの被害を受けた実験研究設備

等の中には，建物本体への固定などの基

本的な耐震対策がなされていなかった例

も見受けられたことから，今後は，これ

らの基本的な安全対策について組織的に

対応していくなど，早急に防災対策を強

化していく必要がある。 

d.基幹設備（ライフライン）の改善促進  

老朽化により脆弱となっていた基幹設

備（ライフライン）にも大きな被害が生

じ，教育研究活動の停滞を招いたことか

ら，早急に老朽した基幹設備について耐

震化を含めた改善を実施していく必要が

ある。  

e.停電等発生時に必要最小限の電力等を確

保できる環境づくり  

外部からの電力等の供給が途絶した場

合を想定し，附属病院における診療活動

の継続や，研究試料等の知的資産の保持

などのため，必要最小限の電力等を確保

するための方策を講じていく必要があ

る。 

ｆ.津波被害の減災に向けた取組  

沿岸部に位置する大学施設において

は，「減災」という観点から，津波によ

る被害を抑えるよう避難経路の整備など

効果的な取組を行っていく必要がある。  

g.省資源・省エネルギーの更なる推進  

節電要請がなされている中，安定的・

継続的に教育研究活動を行っていくため

には，更なる省資源・省エネルギーの推

進が必要であり，早急に，老朽化等によ

り効率の悪くなった設備等の改善や再生

可能エネルギーの導入を検討していくこ

とが必要である。  

上記に掲げる課題へ取り組むに当たって

は，各国立大学法人等は，災害発生時等の

非常時に教育・研究・診療活動を継続する

ための防災計画や危機管理対応計画を策定

し，その計画を踏まえた施設整備を実施す

るなど，ソフトとハードを組合せた総合的

な防災対策を図ることが重要である。 

以上，「知の拠点ー 我が国の未来を拓

く国立大学法人等施設の整備充実につい

て」～新たな価値を生み出すキャンパス環

境の創造・発展～  

〔2011年（平成23年）8月 文部科学省 

今後の国立大学法人等施設の整備充実に関

する調査研究協力者会議〕より 

（参考）東日本大震災における建物等の被害と課題について 

（参考）東日本大震災と能登半島地震の比較 
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浸水予想深さ 主な施設等 

0.5～3.0m 

教育学部，理学部，経済学部，人文学部，工学部，事務局，共通教育

棟，学生会館，第一体育館，黒田講堂，図書館，第二体育館，食堂，

国際交流会館，総合情報基盤センター，総合研究棟，学生支援施設，

第三体育館，第二運動場，附属小学校，附属中学校，附属幼稚園，附

属学校グラウンド 

3.0～5.0m 附属特別支援学校 

図表－24.1  五福地域の浸水予想深さと本学の主な施設 

 ２．洪水災害 

富山県では河川の氾濫等による洪水災

害による被害が多数発生している。 

このうち最大の被害は「鳶崩れ」と呼

ばれており，1858年4月9日（安政5年2月

26日）の飛越地震によりカルデラ稜線に

ある鳶山の北斜面が大きく崩壊し，土砂

が湯川を塞き止め天然ダムを形成し，

徐々に水が湛えられ，14日後に決壊し

て，巨大な土石流，洪水流が常願寺川を

流れ下り富山平野を襲うとともに，59日

後にも再度決壊し，大きな被害を生じた

と記録され，現在も対策工事が行われて

いる。 

洪水災害については，各自治体が作成

している「洪水ハザードマップ」により

対策を講ずることとする。 

 

（1）五福キャンパス，五艘団地，寺町団地 

神通川，井田川，西派川，山田川が氾

濫した場合の浸水想定は図表ｰ24.1のとお

り。 

五福地域では，短時間に浸水し，水の

流れが非常に速いと想定され，浸水予想

が1mを超える地域は緊急避難地域となっ

ており，迅速な避難が必要とされてい

る。 

 特に，災害弱者となる児童を収容する

五艘団地（附属幼・小・中・特別支援学

校）にあっては，予想浸水深さが0.5ｍ～

5.0ｍであることから，市から発せられる

洪水予想情報の伝達に基づき，まずは上

階にどのように避難させるかを定めた避

難計画を策定し，これに基づく避難訓練

を実施している。 

なお，こうした措置を講じても，被災

は免れないことから，長期的には浸水の

おそれの少ない公共跡地等に移転するこ

とも含めた検討が望まれる。 

（2）高岡キャンパス 

小矢部川，庄川が大雨によって増水

し，堤防が決壊した場合の浸水予想結果

によると高岡キャンパスは0.5m以上～

3.0m未満となっている。また，体育館は

地域の指定避難場所となっている。 

３．火災 

火災や大地震直後の出火に対して，安

全に避難できる構造とし，合理的な耐火

性の確保，及び避難能力の格差等を考慮

した避難経路を確保するとともに，防火

設備の設置及び火災時に有毒ガスが発生

する材料は使用しない等，設計時に十分

に検証を行う。 

また，必要に応じ，避難安全検証法に

よる性能評価によって検証を行う。 

なお，消火活動時の放水によって，汚

染や化学反応が起こる可能性がある場合

は，防災・防火計画において対応すると

ともに，改修を行う際には必要な措置を

講ずる。 

 

４．原子力災害 

「原子力緊急事態宣言」を受け，富山

県等からの指示により対応を行う。 

（巻末の参考資料5を参照） 

５．防犯対策 

本学では，学生・教職員のほか，公開

講座の開設，運動施設や図書館等の開放

及び民間等との研究協力が展開されてお

り，外部から多数の人々がキャンパスを

訪れ施設を利用している。 

また，昼夜を問わず施設を利用してい

る学生・教職員も多く，犯罪による被害

を抑制する観点から，各キャンパスから

防犯対策の強化を要望する声が多く寄せ

られているため，早急に対策を講じて，

利用者の安全性を確保するものとする。 
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対策にあたっては，キャンパス内で死

角がなるべく生じないようにして，視認

性を高めるなどの措置を講ずるととも

に，機器等の盗難防止や最先端の研究情

報等の漏洩防止，盗撮目的の建物侵入等

を防ぐため，ICカードによるセキュリ

ティシステムの導入及び防犯灯の設置

等，将来性に考慮した計画と対策を講ず

ることとする。 

また，盗難や傷害等の犯罪を未然に防

止するために，敷地や建物の出入り口に

おいて，必要に応じ監視カメラの設置に

ついても検討する。 

６．安全衛生 

（１）体制の整備 

2004年4月の法人化に伴い，労働安全衛

生法に基づく安全衛生管理規則を整備す

るとともに安全衛生委員会を設置した。

2005年10月の三大学統合後からは，統括

安全衛生管理者の下に五福地区，五艘地

区，杉谷地区，附属病院，高岡地区の五

つの事業場に安全衛生委員会を置き，各

事業場の総括安全衛生管理者の下に安全

衛生管理活動を推進して来た。また，

2014年4月からは，事業場間の情報共有と

連携を深化させる目的で，五つの事業場

の上部組織として安全衛生部会を設ける

とともに，さらにその代表者が安全衛生

部会の上部組織である環境安全衛生マネ

ジメント委員会で，関連する化学物質管

理部会や環境マネジメント部会の代表者

と相互に情報交換，意見交換をできる体

制とした。また，現在，安全衛生部会長

は，統括環境安全衛生管理者が併任する

体制としている。 

（２）実験設備及び安全対策の充実 

（a）労働安全衛生法に関わる実験設備 

労働安全衛生法と関わりの深い実験設

備としては，圧力容器，動力プレス機

械，局所排気装置，遠心機械，アセチレ

ン溶接装置等，クレーン，その他エック

ス線装置，各種の工作機械，木工機械や

不活性ガスを大量に使用するNMR装置等

が挙げられる。特に，本学では法人化の

際に局所排気装置として相当数のドラフ

トチャンバーを新たに設置し，有機溶剤

や特定化学物質を使用する実験室での汚

染物の発生源対策を進め，作業環境改善

と安全確保を図った。また，エックス線

装置では鉛板等でエックス線を遮蔽する

旧タイプのものは，新規購入時にはオー

トロック機能を有する安全カバー付き

で，管理区域が装置内部に限定されるも

のに順次，置き換えてきた。なお，変圧

器やコンデンサにＰＣＢを含有するエッ

クス線装置は，順次，廃止し適正処分し

ている。 

また，既存の実験作業の工程や新たに

拡張された教育・研究分野や学部に固有

の危険有害作業の洗い出しを徹底し，実

験設備の観点から安全対策を推進する。

一方で，既存設備には長年の使用による

老朽化で機能低下が著しいものが散見さ

れることや規制物質を新たに使用する研

究室が増えていることなどを踏まえ，既

存設備のオーバーホールや新規設備の導

入を推進することにより，実験設備の機

能確保と充実を図る。 

（b）実験室の安全対策 

①転倒防止対策 

実験機器，各種の棚及びガスボンベ等

の転倒防止対策を産業医及び衛生管理者

の職場パトロールと連携し，継続的に進

めてきた。アンカーボルトによる床面へ

の固定，ボルトとチェーンによる壁への

固定，Ｌ字金具や支持棒を利用した固定

などが徐々に浸透しつつある。一方で，

固定に際して常に話題に上がるのは，床

面に穴をあけることにより生じる薬品等

の床浸透への危惧，固定する壁の材質に

よる強度不足の問題，機械側に固定治具

を取りつける場合の機械設備の損傷など

の問題である。学生控室，教員研究室，

実験室等の安全確保の観点から，地震災

害等への対応としての棚，実験機器，ガ

スボンベ等の転倒防止対策を進めるうえ

で二点固定の徹底と固定する壁の材質と

強度の改善を進める。 

②高圧ガスボンベの管理 

研究室における高圧ガスボンベの長期

間の滞留防止と保有量の削減は長年の課

題であった。2014年度に学内の実態調査

を実施し，その結果を踏まえ，長期間，

滞留している高圧ガスボンベの迅速な返

却，47L型（充填量7㎥）の大型ボンベか

ら10L型（1.5㎥）の小型ボンベへの切り

替えによる保有量の削減を継続的に進め

ている。また，高圧ガスに対する使用者

の意識の向上と定量的管理の水準の向上 
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を図り，災害等の非常時に薬品情報を正

しく把握できる体制を整備することを目

的として，高圧ガスを薬品管理支援シス

テム（TULIP）へ登録し管理することとし

た。これにより，各研究室において保有

するガスの種類，量，保管場所をデータ

としてリアルタイムで確認できるように

なった。また，一連の対策により，研究

室での長期間の滞留ボンベ及び保有量は

減少している。 

今後，滞留ボンベの返却推進，小型タ

イプのボンベへの切り替えを継続的に推

進していく。 

③不活性ガス使用における対策 

寒剤や不活性ガスを使用する実験にお

いて地震等の災害時に実験室が酸素欠乏

状態に陥る恐れのある実験室内には酸素

モニターを設置し，室外に警報器を設置

するとともに，定期の酸素モニターの交

換及び総合点検及び調整を行っている。 

④化学物質の管理 

研究室で保有する化学物質の内，毒物

及び劇物については，定期的に管理状態

を検査し，不備事項について是正してい

る。さらに，2016年度からは，危険有害

性のある化学物質についてリスクアセス

メントを実施し，特定された危険性，有

害性によるリスクの見積り，リスク低減

措置の検討を行い，当該研究室の関係者

と共にリスク低減措置を実施している。

また，リスクアセスメントの結果から高

リスクと判定された作業場については作

業環境測定を併用し，より質の高いリス

ク評価を行うとともに，迅速な作業環境

改善につなげる。 

⑤実験室のスペースの安全な利用 

有機溶剤，特定化学物質，毒物劇物等

の有害な薬品を使用する実験室では実験

スペースとデータ整理等を行うデスク

ワークのスペースを区分して使用するこ

とを徹底する。 

（c）作業環境測定 

有機溶剤や特定化学物質を使用する作

業場，粉じん作業場，電離放射線に関す

る作業を行う作業場について作業環境測

定を継続的に実施する。有機溶剤，特定

化学物質，粉じんに関係する作業環境測

定で管理区分3や管理区分2と判定された

実験室については使用物質，施設，設

備，作業内容，作業工程または作業方法

を点検し，改善していく。電離放射線に

ついては，これまで法規制上，問題とな

るものはなかったが，今後も継続的に作

業環境測定を実施し，安全確保に努め

る。年々，規制物質の種類が増加し，管

理濃度が厳しくなる中，自主管理を強化

し，作業スペースの確保と区分の工夫を

図りつつ，学生，教職員の安全を確保し

ていく。また，使用する設備の点検や作

業と作業工程の見直しを含めたリスクア

セスメントを推進するとともに，作業環

境測定の手法として，従来の定点測定の

他，個人サンプリング法を選択肢として

加え，より高い安全水準の作業環境を実

現する。 

（d）定期の自主検査 

労働安全衛生法に関係する実験機器に

ついて各研究室での定期自主検査を継続

的に実施する。日々の点検に加え，使い

慣れた実験機器の変化をしっかり捉える

機会として定期自主検査を位置付けてい

る。各研究室の自主検査では，主に目視

可能な箇所について点検しているが，ド

ラフトチャンバーに附属のフィルターや

誘引ファンやスクラバーなどの見えにく

い部位に関しては確認が十分とは言え

ず，今後は検査方法及び点検スキルと事

後措置について改善を進める。 

（３）有害物質及び危険物質等の安全管理

及び処分の推進 

教育・研究では数多くの薬品や実験機

器等を使用するが，使用目的を達成し，

不要となった物品等の安全な保管管理と

適正な処分は重要課題の一つである。そ

の事例としては，不要薬品，水銀廃棄

物，PCB廃棄物，国際規制物資，アスベ

スト含有機器，滞留ガスボンベなどがあ

る。本学では不要薬品，水銀廃棄物は定

期の一斉処分を行っている。PCB含有製

品については種類，数量を確認の上，定

期に所定機関へ報告するとともに専用の

保管容器と保管場所で保管し，適宜，処

分を行っている。国際規制物資は学内の

専用施設において保管管理している。ア

スベストを含有する機器，例えば実験用

理科学テーブル等はアスベストの飛散性

はないが，処分にあたり専門業者に委託

し，適正な処分を行っている。 
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滞留ガスボンベについては定期に保有ガ

スの種類と数量，保管場所及び保管状態

を調査し数量削減を継続的に推進する。 

（４）実験室等のチェックリストによる安

全点検 

実験室，研究室，事務室等における安

全衛生対策は，日頃から関係者が意識

し，継続的に行うことが必要である。本

学では実験系と非実験系の部屋に共通の

事項（共通項目）及び実験系の部屋に特

有の事項（個別選択項目）とに分け，安

全衛生に必要なチェックを行い，事故の

予防を行っている。現在，共通項目を22

項目，個別選択項目を 4 8項目設定し

チェックを行い，発見されたリスクに応 

じた対策を講じている。今後は，人間特

性から生じるヒューマンエラー対策を意

識し，人間特性に基づく３つの角度でと

らえ対策を強化していく。 

 

（a）ハードウエア対策（物の面） 

先ず，物の面（設備・機械・環境・原

材料など）の安全対策を進める。 

（b）ソフトウエア対策（人×物の面） 

マン・マシン・システムの立場から，

人と物との関わり合い，人と作業の関

わり合い（作業手順・標準・心得・教

育・点検）を整える。 

（c）ヒューマンウエア対策（人×心の面） 

ハード，ソフトの安全衛生管理と一体

のものとして，人×心（創意工夫・

チームワーク・小集団活動・職場自主

活動・参加）のヒューマンエラー対策

と して５ S（整理・整頓・清潔・清

掃・躾），ヒヤリ・ハット ，指差し

呼称，KYT（危険予知訓練）を推進す

る。 

（５）安全教育の充実 

教育研究において学生，教職員の安全

を確保するには，普段から危険の芽に気

付く素養をもち対策する人材，すなわち

安全衛生マインドを持った人材の育成が

不可欠である。本学では，安全講習会を

実施し，学生，教職員の安全に関する知

識及び意識の向上に努めている。 

また，本学における安全文化の醸成と

発展を目的として，研究室，職場での危

険予知訓練の浸透を図ることにより，危

険を予知して安全衛生を先取りし，安全

で安心な教育研究環境を実現する。これ

らの活動を大学組織と構成員が主体的，

自立的（自律的），継続的に実施し，安

全を最優先する大学全体の組織的な行動

様式を実現する。 

 

７．防災拠点 

近年の気候変動の影響により激甚化・

頻発化する気象災害や，大規模地震災害

などの大規模自然災害への対策が喫緊の

課題となっている。 

令和６年能登半島地震において，本学

では五福キャンパスの黒田講堂及び杉谷

キャンパスの附属病院を開放し約200名の

避難者を受け入れ，地域の防災拠点とし

て重要な役割を果たしており，自治体と

の連携を図り，地域の避難所・災害拠点

病院等としての防災機能の強化を推進す

る。 

また，災害発生時に学生・教職員や多

様なステークホルダー等の安全確保及び

教育研究活動の継続性が保持できるよ

う，施設の老朽化対策やトイレ改修、給

排水・電気設備等のライフラインの更

新，非構造部材の耐震対策等を計画的に

進めるなど，耐災害性の強化を推進す

る。 

本学の各キャンパス及び五艘団地（附

属学校）の体育館は第3次避難所に指定さ

れており，また，杉谷キャンパスの附属

病院は基幹災害拠点病院に指定されてい

る。 

各キャンパス及び寺町団地に災害時の

対策本部機能と備蓄機能を併せ持つ災害

対策プラザを設置し，平時は，防災教

育・研修の開催など地域公開や地域交流

を図るスペースとしている。また，イン

フラ設備として太陽光発電・蓄電池・下

水道管直結型トイレ・貯水タンク等を設

置している。 

附属病院は，災害拠点病院として、多

数の傷病者の発生時に多くの重症患者を

同時に受け入れられる処置対応が可能と

なるよう再整備中であり，完成後は，重

症救急患者の救命率の向上が期待できる

とともに，地域医療へも大きく貢献す

る。 
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キャンパスマスタープランにおける，環境，サスティナビリティとは， 

「キャンパスが将来にわたって快適な状態で維持していくための取組」として定義し，特に温

室効果ガスの総排出量の削減や抑制への取組を率先して行う。具体的な数値目標等について

は，今後，カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現を目指し，政府が策定予定のエネル

ギー基本計画等による。 

１．本学のエネルギー使用量等の現状 

（１）CO2排出量 

CO2排出量は2021年度までは減少し

ている。たが，以降は若干上昇気味で

ある。 

本学のCO2排出量の約75％は電気であ

るため，CO2の排出係数と概ね呼応関係

にあり，排出係数の増減に追随して，

CO2排出量も変動することがグラフより

見て取れる。 

point 

25 環境，サスティナビリティ計画 

（カーボンニュートラルを目指して） 
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図表－25.1 本学のCO2排出量とCO2排出係数 
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２．今後の取組 

2011年11月から12月にかけて，地球温

暖化問題に関する気候変動枠組条約第17

回締約国会議（COP17）及び京都議定書

第7回締約国会合（CMP7）が開催され，

将来の枠組みについては2015年に遅くて

も採択し，2020年から発行させて実施す

ることとした成果が発表されているが，

我 が 国 は 京 都 議 定 書 第 二 約 束 期 間

（CP2）には不参加を表明している。 

また，環境省の「地球温暖化対策計

画」（2025年2月18日閣議決定(改定)）

では，2030年度において，温室効果ガス

を2013年度から46％削減することを目指

す。さらに50％の高みに向け，挑戦を続

けていく目標が設定され，大学は51％の

削減とされている。 

その他の計画として第7次エネルギー基

本計画が2025年2月に閣議決定され，

2040年度温室効果ガスは2013年度比73％

削減目標と策定された。上述で示された

2030年度及び2040年度の削減目標及び

2050年のカーボンニュートラル実現に向

けたエネルギー政策の道筋を示すことが

重要とされており，実現へのハードルを

越えるためにも，産業界，消費者，政府

など国民各層が総力を挙げた取組が必要

となっている。 

 

本学では，今後の社会情勢の変化やエ

ネルギー革新を考慮し，カーボンニュー

トラル達成へ向け，以下の取組を推進す

る。 

 （１）地球環境問題に対する配慮 

ライフサイクル二酸化炭素排出量

（LCCO2）の削減を一つの目安とし，

建設・運用・廃棄にわたるライフサイク

ルを通じた環境負荷を低減する。 

また，政府が示す2050年のカーボン

ニュートラル実現に向け，施設の整備方

針等について検討し，取組を行う。 

 （２）スマート・キャンパス 

新たなテクノロジーや手法で地球環

境に優しい状態（CO2削減）を実現し

た（実現を目標とした）キャンパスのこ

とを指し，本学発のテクノロジーや，地

域や産学官一体となった取組に向けて検

討を行う。 

 （３）省エネルギー・省資源 

自然のエネルギーを生かし，資源・

エネルギーの有効活用を図った運用計画

を立案し設計する。また，資源・エネル

ギーの消費に伴って発生する排水，廃

熱，廃棄物等の再利用可能なものは有効

に活用する。 

 （４）創エネルギー（再生可能エネル

ギー） 

自然界で繰り返し起こる現象から枯

渇することなく持続的に利用でき，

CO2をほとんど排出しないクリーンな

エネルギー源である太陽光，風力，水

力，地熱，地下水熱，バイオマス等の活

用を推進していく。 

 （５）熱負荷の低減 

熱負荷を低減するため，躯体の断

熱，断熱性能の高い建具やガラスの採用

及び庇の取り設け等を検討する。また，

屋上や壁面，テラス，ベランダ等の緑化

の採用を推進していく。 

 （６）ZEB（Zero Energy Building）ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル 

建築物における一次エネルギー消費

量を建築物・設備の省エネ性能の向上や

エネルギーの面的利用及びオンサイトで

の再生可能エネルギーの活用等により削

減し，年間の一次エネルギー消費量が正

味（ネット）でゼロまたは概ねゼロとな

る建築物への取組であり，欧米諸国で

は，既にZEBの実現に向けた取組が本格

化しつつある。また，我が国でも取組が

推進されてきており，こうした状況を注

視していく。 

経済産業省資源エネルギー庁の「ZEB

ロードマップフォローアップ委員会とり

まとめ」（平成31年3月）では，建築物

の実態に応じてZEBを目指すことができ

るよう，新たな定義として，建物延べ面

積10,000㎡以上が対象の「ZEB Orient-

ed」や，50％ 以 上 省 エ ネ ル ギ ー の

「ZEB  Ready」，75％以上省エネル

ギーの「Nearly ZEB」，そして100％以

上省エネルギーの「ZEB」として，ZEB

の概念が拡張された。 

ZEB化実証事業として，2018年度に工学

部・都市デザイン学部エリアの大学院実

験研究棟7階及び電子情報系実験研究棟

5階の空調機更新，EMS(エネルギーマ

ネージメントシステム）等の整備を行

い，検証の結果，今後の空調整備におい

ては，能力を80％にダウンサイジング

して機種を選定することとしている。 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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 （７）施設の長寿命化 

新たな施設の建設にともなう資源やエ

ネルギーの消費を低減するため，耐久

性，耐用性及び維持保全に配慮した品質

の高い施設として，設計時等において長

寿命化を推進する。 

（８）環境負荷の少ない材料の選択 

建設にあたっては，生産から最終処分

までを含め，環境負荷の少ない材料や自

然材料を選択する。 

 （９）自然材料の使用 

木材の繊維等の再生可能な自然材料は，

化学合成材料などに比べると加工に要する

エネルギー使用量が少なく，環境負荷の少

ない建築材料の一つであることから積極的

に活用する。 

（10）エネルギーの効率的利用 

消費するエネルギーが必要最小限かつ

平準化するよう，施設の使用状況に応じ

た設備システム・運転管理システムの採

用を検討し，高効率の機器類への更新や

コージェネレーションシステム及び蓄熱

式空調システムの採用を推進していく。 

（11）水資源の活用 

屋外では，地表水に土中還元を促進す

るため，透水性舗装，雨水浸透桝を標準

として用いる。 

また，節水型器具の導入，雨水の雑排

水への利用，プール水の循環利用，排水

中水化利用等，水資源の有効活用を推進

する。 

 （12）省エネルギーの使用の合理化に関す

る基本方針への対応 

「省エネルギーの使用の合理化に関す

る基本方針」〔2006年3月28日 経済産

業省 告示第43号〕により，エネルギー

を使用する者に対し，エネルギー消費効

率の優れた設備の導入，効率的なエネル

ギー管理を行うための設備の運転・保

守・点検等に関する管理標準の設定とこ

れに基づいた管理と総合的なエネルギー

管理体制の充実などの取組を求めてい

る。 

また，「工場又は事業者におけるエネ

ルギーの使用の合理化に関する事業者の

判断の基準」〔2006年3月29日 告示第

65号〕により，エネルギー消費原単位を

事業者ごとに中長期にみて年平均1％以

上低減させることを目標として実現に努

めることとされており，五福キャンパス

及び杉谷キャンパスはこの事業者に該当

し，低減についての取り組みを行ってい

る。 

なお，エネルギーの使用の合理化の基

準として，事業者が全体を俯瞰して取り

組むべき事項が次のように規定されてお

り，目標達成に向けて取組を推進する。 

❑ 空気調和設備，換気設備 

❑ ボイラー設備，給湯設備 

❑ 照明設備，昇降機，動力設備 

❑ 受変電設備，BEMS・発電設備及び 

コージェネレーション設備 

❑ 事務用機器，民生用機器 

❑ 業務用機器 

❑ その他エネルギーの使用の合理化に関

する事項 

（13）カーボン・オフセットによる温室効

果ガス削減への取組 

「我が国におけるカーボン・オフセッ

トのあり方について（指針）」〔2008年

2月7日(2024年3月6日改訂) 環境省〕で

は，CO2実排出量の削減活動に努力する

とともに，削減困難な部分の排出量につ

いて，他の場所で実現した温室効果ガス

の排出削減・吸収量（クレジット）を購

入することで，その排出量の全部又は一

部を埋め合わせるという取組の指針が策

定されている。 

本学の省エネルギーの推進では，本学

の排出量の認識と削減努力の必要性を踏

まえ，中長期的なCO2排出量削減計画に

おいて，民間の活力を生かした以下の事

例の導入等を検討する。 

❑ 電気 

「かがやきGREENピュア」等 

水力・太陽光・風力等の再エネ電源由

来の電気に，環境価値を付加すること

で，CO2排出量ゼロの“純粋”な「再エ

ネ電気」で水力発電をはじめとした再エ

ネ電源由来の電気料金メニュー。 

❑ 都市ガス 

「カーボンニュートラル都市ガス」 

日本海ガス株式会社の取組であり，天

然ガスとクレジットをセットで事業者へ

提供することで，燃焼時のCO2実排出量

を“ゼロ”と見做せる都市ガス料金メ

ニュー。 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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災害対策プラザ太陽光発電 災害対策プラザ雨水利用タンク 

図表－25.2  再生可能エネルギー等の整備 

電気・ガスとも活用した事業者は，

カーボンニュートラルガスを利用してい

ることを示す証明書が交付される。 

（14）PPAの活用 

2024年9月に大学の敷地外に設置され

た太陽光発電設備から発電された再生可

能エネルギーの電力を購入する契約（オ

フサイトPPA）を締結し，五福・高岡

キャンパス及び五艘団地においてカーボ

ンニュートラルな電気を供給している。 

また，敷地内に設置するオンサイト

PPAの検討も今後行う。 

  

 今後は，既存資源の，より戦略的な運

営管理と効率化のため，URE戦略を基に，

環境活動の更なる活性化を目指す地球環

境に配慮したサスティナブルキャンパス※

の形成が求められる。 

・・ 

※サスティナブルキャンパス 

 生態系に影響を与えない範囲内で，キャンパス施設

のライフサイクルを通しての省エネルギー・省資源・

リサイクル・有害物質排出抑制を図り，その地域の気

候・伝統・文化及び周辺環境と調和しつつ，将来にわ

たって教育・研究・診療活動の質を適度に維持，向上

させていくことができるキャンパス環境。 

図表－25.3  ZEBの新たな定義 

引用：環境省「ZEB PORTAL-ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ゼブ）ボータル」 

   http://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html 

オフサイトＰＰＡ 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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図表－25.4  創エネと省エネの推進 

引用：環境省「ZEB PORTAL-ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ゼブ）ボータル」 

   http://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html 

図表－25.5  PPAモデル（電力購入契約）の推進 

引用：環境省「初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について～オンサイトPPAとリース～」 

   https://www.env.go.jp/earth/kankyosho_pr_jikashohitaiyoko.pdf 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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３．今後の計画 

（１）CO2排出量削減目標 

「２．今後の取組」を踏まえ，図

表－25.6のとおり，2030年の温室効果ガ

ス51％削減（2013年度比）及び2050年

のカーボンニュートラル達成を目指す。 

2024年度の排出量2.58万t/CO2を基準

とした場合，図表－25.7のとおり，

2030年度までにあと1.02万 t/CO2の

40％の削減が必要となる。 

図表－25.6  2030（R12）年度及び2050（R32）年度までのCO2排出量削減目標 

図表－25.7  2024（R6）年度を基準とした場合の2030（R12）年度までのCO2排出量削減目標 

※2030（R12）年度の北陸電力のCO2排出係数は，「北陸電力グループ 

 統合報告書2021」の2030年に向けた方向性の数値目標。 

省エネルギー定期報告書より引用 

※2030（R12）年度の北陸電力のCO2排出係数は，「北陸電力グループ 

 統合報告書2021」の2030年に向けた方向性の数値目標。 

省エネルギー定期報告書より引用 

2.51
2.35 

2.19 
2.04 

1.88 
1.72 

1.56 

0.496 

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

2024年度

(R6)

2025年度

(R7)

2026年度

(R8)

2027年度

(R9)

2028年度

(R10)

2029年度

(R11)

2030年度

(R12)

本
学

の
C

O
2
排

出
量

(万
t/

C
O

2
)

本学のCO2排出量(万t-CO2) CO2排出係数(kg-CO2/Kwh)

C
O

2
排

出
係

数
(k

g
-C

O
2
/K

w
h

)

３８％

削減

0.370

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html


 

University of Toyama Campus Master Plan 2025            77 

（２）カーボンニュートラル達成に向け

た中長期的なCO2排出量削減計画 

①本学の2030年度削減目標及び2050年

度カーボンニュートラル達成に向けた

具体的な削減方法として，経年等の施

設実態や財源を踏まえ，以下の取組を

推進し，中長期的なCO2削減計画のも

と，目標達成を図る。 

【創エネ】 

・創エネ技術（CREATE） 

❑太陽光発電システムの導入 

【省エネ】 

・アクティブ技術（ACTIVE） 

❑照明設備をＬＥＤ照明へ 

❑空調設備を高効率機器へ 

・パッシブ技術（PASSIVE） 

❑ 外皮断熱（高性能断熱材，高性能

断熱・遮断窓）の向上 

❑昼光利用 

❑自然換気 

②図表－25.8は，2030年度削減目標に

向けたCO2排出量削減計画の試算と

なっている。 

上記①の削減方法のうち，省エネの

アクティブ技術（ＬＥＤ化，高効率空調

化）や建物改修計画とおりに本学が取組

んだ場合，(Ａ)に示すとおり，2025年

度に報告した2024年度省エネルギー定

期報告書の基準である北陸電力のCO2

排出係数を基準とすると，2.29万t-CO2

と約9％の削減が見込まれるが，目標値

に達することができない。 

また，2030年度の削減目標（1.56万t-

CO2）に対し，(Ｂ)に示す，「北陸電

力グループ統合報告書2021」の2030年

に向けた方向性である数値目標のCO2

排出係数に置き換えたとしても，1.71万

t-CO2と約25％の削減にとどまり，目標

値に達成することができない。 

そのため，目標達成に向けてCO2を

排出しない電気・都市ガスを購入するこ

とも検討のひとつとして考える。 

近年，各設備機器メーカーでは，政

府が掲げるカーボンニュートラル実現へ

の目標によって，脱炭素社会に貢献した

高効率機器の開発等が進められており，

幅広いラインナップが登場している。 

今後，技術革新等による更なる高効

率機器や新たな空調・照明制御方式を導

入し，本学として大幅なCO2排出量の

削減を目指し，脱炭素社会へ貢献してい

く。 

図表－25.8  2030（R12）年度までのCO2排出量削減計画 

※2030（R12）年度の北陸電力のCO2排出係数は，「北陸電力 

 グループ統合報告書2021」の2030年に向けた方向性の数値目標。 
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■…本学では導入不可のため，検討しない。 

（３）ZEB化改修の推進 

「２．今後の取組」を踏まえ，空調・

照明・換気設備の「省エネ」や再生可能

エネルギーを用いた「創エネ」を取り入

れ，ZEB化改修を推進していく。 

今後の大規模建物改修等では，ZEB化

に向けた具体的な取組として，建物仕様

や使用用途の条件が異なることから，図

表－25.9に示す整備手法を用いて，

40％以上の省エネルギー達成を整備目

標とする。 

また，建物の条件によっては，ZEB 

Ready（50％削減）以上の実現を目指

す。 

2021年度は，五福キャンパス共同利用

棟（586㎡）においてZEB Ready（50％

削減）以上を目標とした設計業務を実

施，2022年度に改修を実施する。 

なお，ZEB化推進に向けて活用してい

く財源区分を図表－25.9に示す。 

・「省エネ」カテゴリーの各削減量及び整備内容の項目は，一般社団法人イニシアチブ

「これからの環境建築の方向性 ZEB設計ガイドライン」を参考とした。 

・以下の空調，照明，換気の各エネルギー削減率は，ガイドラインによるZEB Ready実現

に向けたケーススタディ結果であるため，本学の建物仕様，使用用途によって削減効果

は変動する。 

図表－25.9  ZEB化推進に向けた整備内容及び活用していく財源 

100％ ・高性能断熱材 ○ ○

・高断熱窓 ○ ○

・日射遮蔽 ○

・高効率熱源 ○

・中温冷水利用 ○

・高効率空調機 ○ ○ ○

・変風量制御 ○

75％ ・全熱交換器 ○ ○ ○

・高効率照明(LED) ○ ○ ○

・在室検知、

　明るさ検知制御
○ ○ ○

・高効率ファン ○ ○ ○

・高効率電動機 ○ ○ ○

50％ ・インバータ ○ ○ ○

・太陽光発電 ○ ○ ○

・バイオマス発電
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気

再

生

可

能

エ

ネ

ル

ギ

ー

整備内容
カテゴ

リー ZEBの定義

約２５％削減

約１３％削減

約１３％削減

約２５％

削減

約５０％

削減
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キャンパス空間の個性や大学らしさを醸し出す普遍性の高い要素がある建物，建造物を整

理し，豊かなキャンパス空間の有用資源としてブランド力や魅力の向上に活用していく。 

point 

26      キャンパス資源の活用計画 

魅力ある景観 各キャンパス 

黒田講堂 

 ■魅力ある景観の活用 
 既存の景観（原風景）を活用し， 
新たな整備では既存空間との一体感を
感じる計画とする。  

ゆりの木通り 

1.基本的考え方   

正面からみる高岡キャンパス 

 ■歴史の継承と活用 
 寄附者による記念碑や開学時からの継承
される石碑等が数多く設置されている。保
存を最優先とし，移転も可能とする。 

キャンパスの緑地帯 

●キャンパスのランドマーク 
 黒田講堂（五福） 

黒田善太郎氏並びにコクヨ株式会社の
寄附により，平成元年に改築された。 

本学構成員や市民も使用でき，地域に
開かれた親しみのあるシンボリックな建
物である。 

●メインストリートのゆりの木並木（五福） 
   （一名：チューリップツリー） 

1960年（昭和35年）頃から段階的に植樹
された。65年経過をした今も本学の顔とな
るストリートである。 

近年，経年により衰弱してきたゆりの木
の活性化プロジェクトを実施している。 

●学生を呼び込むメインストリート（杉谷） 
傾斜地を利用した，大時計・大階段が  

印象的で，周囲には学生食堂，図書館，講
議実習棟が配置された学生生活の中心とな
るメインストリートである。 

●印象的なファサード（高岡） 
二上山をバックに建つ高岡キャンパス

は，ツママホールや図書館を主軸とした
ファサードが「地域に開かれた大学」とし
て印象付け，キャンパスの景観を豊かにし
ている。 

●五福キャンパスの桜並木 
 構内にはソメイヨシノをはじめ，カンザン，ヤマザクラ，ショウゲツ，オオシマザクラ，ベニ
シダレなどが植えられており，毎年４月の授業開始時期には西側一帯のほか，各所に植栽された
桜が満開となる。  

工学部エリア桜並木 西側一帯桜並木 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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記念モニュメント 

黒田講堂記念碑 南日校長像 工学部統合移転記念碑 

歴史の継承と活用  各キャンパス 

 ■記念モニュメント【堯】 

  旧高岡短期大学10周年を機に，「常に新 

 しく創られ，追求され，開かれた」大学の 

 理想像を表したものとして設けられた。 

噴水モニュメント 

創設記念碑 

 ■噴水モニュメント【玄黄】 

 （財）高岡短期大学協力会の寄附に

より，1991年（平成3年）に「21世

紀を托す若人の未来に飛翔する姿」

を表したものとして設けられた。 

（須賀松園（3代目）作） 

 ■創設記念碑 

旧富山医科薬科大学創設時に,

当時の文部大臣永井道雄氏の筆

で,建学理念「里仁為美」の文字

が記されている記念碑を設けた。 

 ■薬学部記念碑 

 ・旧県立薬学専門学校門柱 

 1929年（昭和4年）に，母学の官立移管に尽力

された稲垣正宗氏の筆による旧官立富山薬学専門

学校校門碑 

 ・中新川郡素封家の岩城七次氏から譲渡された松樹 

   昭和6，7年度の卒業生が卒業記念として寄附 

し，当時の高橋隆造校長が「忠孝」の二文字を刻

まれた大鳶岩である。 

薬学部記念碑 

■黒田講堂記念碑 

黒田善太郎氏並びにコ

クヨ株式会社の寄附によ

り，2008年（平成20年）

に改築後20周年を機に記

念碑を設けた。 

■南日校長像 

旧制富山高等学校より

富山大学五福キャンパス

に移設された南日校長

像。1962年（昭和37年）

に再制作された。 

■工学部統合移転記念碑 

富山大学工学部同窓会

の 寄 附 によ り，1986 年

（昭和61年）に銅像「雄

気」（日本芸術院会員，

昼間弘 作）を建立した。 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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2.活用計画 

 ・魅力ある景観計画 

 キャンパスモールやメディカルプラザ，ポケットパーク等を設け，これらキャンパス資

源を活用し，人が集い・語らう場とし，魅力ある外部空間へと再生していく。 

 ・歴史の継承と活用計画 

開学時からの継承される石碑や寄附者による記念碑や等が数多く設置されている。今後

も保存を最優先とし，移転も検討する。 

付図  各キャンパス配置図 

五福キャンパス 

黒田講堂記念碑 

南日校長像 

工学部統合移転記念碑 

噴水モニュメント 

記念モニュメント 

高岡キャンパス 

杉谷キャンパス 

創設記念碑 

薬学部記念碑 

ゆりの木通り 

黒田講堂 

凡例 

キャンパスの緑地帯 

凡例 

正面からみる高岡キャンパス 

凡例 

桜並木 
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１．基幹設備の更新計画について 

維持管理計画及び更新計画を策定し，

適切な状態を保つとともに，計画的に更

新を行う。 

２．計量システムの導入 

光熱水の使用抑制や受益者負担等を進

めるため，計量システムの導入を計画的

に進める。 

３．その他 

災害対策の推進及び地球環境問題に配

慮した計画とする。 

１．基幹設備の更新計画について 

文部科学省の報告によると，基幹設備

の耐用年数は概ね15年とされているが，

国立大学法人では，大きく耐用年数を超

えて使用され，設置後25年を経過すると

故障率が高いとされている。 

一般に，基幹設備の機器を構成してい

る部品の供給は，概ね耐用年数までと

なっており，長期間使用を前提として

も，修理部品がなくなり，交換を余儀な

くされている。 

また，空調機器は，メーカーが想定し

た使用時間を超えると，機器性能を保証

しないため，この時点で費用対効果を考

慮に入れて更新を行うなどの改善が必要

となる。 

このような状況を総合的に勘案し，維

持管理計画及び更新計画を策定し，適切

な状態を保つとともに，事故が発生する

前に計画的に更新を行う。 

なお，本学の基幹設備のうち法定耐用

年数を超過しているのは64.0％であり，

全国立大学統計比率59.3％より高い。 

本学では法定耐用年数を超過している

設備のうち，特に「中央監視制御設備(法

定対応年数は５年)」「自家発電設備」

「高圧受電設備」「受水槽」が全国立大

学統計比率を上回っており早急な老朽改

善が必要である。 

また，住環境への影響が大きい空調機

も48.1％が法定耐用年数を超過しており

早急な老朽改善が必要である。 

図表－27.1  基幹設備の経年状況 

point 

27 基幹設備（ライフライン）計画 

☆：統計結果 

（全国大学統計比率の耐用年数超過比率） 
※基幹整備の耐用年数は概ね15年とされている。  
ただし中央監視制御設備は5年。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ボイラ設備

冷凍機設備

中央監視制御設備

自家発電設備

特別高圧受変電設備

高圧受電設備

空調機

受水槽

エレベーター

5年未満 5年～10年未満 10年～15年未満 15年～20年未満

20年～25年未満 25年～30年未満 30年以上

☆

☆

☆

☆

☆

☆

☆
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２．空調システムの変更 

各キャンパスとも，中央熱源方式を

採っている機器や配管に，設置後の経年

による老朽化がみられる。また，冷房化

に際し，個別に空調機器を設置してきた

ため，中央熱源を必要としない諸室が増

えてきており，非効率なエネルギー供給

となっている。 

高岡キャンパスは2020年度，五福キャ

ンパス（工学部・都市デザイン学部エリ

ア）は2021年度に中央熱源を廃止し，個

別空調に切り替えた。 

今後は，杉谷キャンパスの附属病院部

分を除き，中央熱源方式は廃止して個別

化に切り替えることとし，「富山大学省

エネルギー中長期計画書」に基づき，大

規模な改修工事や学内経費により計画的

に更新していく。 

 

３．計量システムの導入 

省エネルギー等のエネルギーマネジメ

ントや受益者負担等を進めるため，計量

システムの導入を計画的に進める。 

 

４．災害対策の推進 

「24 災害と安全性を考慮したキャン

パス計画」による。 

 

５．地球環境問題に対する配慮 

「25 環境，サスティナビリティ計

画」による。 

五福キャンパス 

耐震未改修の共同溝内の様子 

杉谷キャンパス 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html
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１．計画的整備充実 

施設使用におけるニーズの変化や満

足度の把握に努め，定期的に点検・診

断を行い，その結果等を踏まえた中長

期改善計画を策定し，計画に基づいて

日常的な修繕や大規模な改修等の老朽

化対策を実施していくという施設マネ

ジメントによる「メンテナンスサイク

ル」の構築を推進する。 
 
２．総合管理計画及び個別施設計画策定

による施設の長寿命化と予算の平準化 

施設のメンテナンスサイクルを着実

に運用していくためには，これまでの改

築中心から長寿命化への転換と同時に，

事後保全から予防保全への転換により，

長期的な維持管理等に係るトータルコス

トの縮減を図るとともに，改善計画の策

定を通じ，施設の長寿命化と予算の平準

化に努めることが必要である。 

また，その際，利用実態等の実情や

今後の需要等ニーズの変化を踏まえ，既

存施設の効果的，効率的なストック管理

をより総合的に行うことに留意するなど

から，施設の総合管理計画及び個別施設

計画を策定した。今後，計画的に整備充

実していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表－28.1 老朽化対策推進イメージ 

現下の厳しい財政状況の下，老朽化した未改修施設（約１４８千㎡）全てを従来の改築の手

法で対応していくことは困難であることから，下記方針と方策に基づいた老朽化対策（施設長

寿命化計画）を策定した。 

 

・URE戦略の下，施設マネジメントを徹底 
・改築（事後保全）から長寿命化（予防保全）へ転換 
・維持修繕に係る経費（トータルコスト）の縮減と予算の平準化 
・メンテナンスサイクルの構築 
・クオリティ・スペース・コストの最適化 

point 

28 施設長寿命化計画 

施設マネジメントによる 

メンテナンスサイクル 

 メンテナンス 

サイクル 

ニーズの変化 

満足度把握 

点検･診断 

の実施 

改善計画の 

策定 

老朽化対策 

の実施 

施設等の健全運用

◇長期的視点に立った老朽化対策の推進

◇適切な維持管理・修繕の実施

◇トータルコストの縮減と予算の平準化

◇計画の不断の見直しと充実（PDCA好循環）

◇多様な財源（各種補助金・PPP/PFI）の活用

◇将来のキャンパスの姿を見据えた創造的

再生(リノベーション)の検討

◇執行部・構成員との情報および現状認識

の共有

キャンパスづくり 施設の長寿命化
（ライフラインを含む）

◇計画的な点検･診断

◇修繕・更新の履歴の集積・蓄積

◇施設等の安全・安心の確保と機能強化の

活性化（長寿命化）改修

◇強靱化（耐震化・防災化・減災化）の推進
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図表－28.2 富山大学施設長寿命化計画（総合管理計画）概要 
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３．施設の現状と課題，老朽化対策の必要性  
（１）施設の老朽化の状況  

本学では耐震化が必要な主要施設の機

能改善改修は完了したものの，未だに未

改修施設が全体の約４割を占めており，

老朽化の進行に歯止めがかかったとはい

えない状況である。今後は，新耐震基準

が施行された1981（S56）年以降に建設

された工学部，芸術文化学部等の未改修

施設の長寿命化改修（施設再生型リノ

ベーション）をいかにして行うかが課題

である。（図表ー28.3） 

  また，主要な基幹設備（ライフライ

ン）については，法定耐用年数を超える

ものの割合が高く，今後，老朽化が原因

で電気設備やガス設備，給排水設備等の

故障や事故が増加し，教育研究診療活動

の中断や学生等の怪我などが頻発するこ

とが危惧される（図表ー27.1参照）。 

 特に，構内の道路等の下に直に埋設

された普段目にすることのない水道管や

ガス管及び下水道管並びに電気や電話の

ケーブル等については，共同溝にあるも

のに比べ老朽化の状況把握が困難なもの

が数多くあるため，それらについては，

今後，適時に老朽化の状況把握に努める

とともに適切な維持管理を行う必要があ

る。 

 本学では，法定耐用年数を超過してい

る未改善設備のうち，特に「特別高圧受

変電設備」と「排水処理設備」が全国立

大学統計比率を大幅に上回っていること

から，これら未改善設備の早急な老朽改

善（ライフライン再生）が課題である。 

図表－28.3 富山大学施設の経年別保有面積とそのグラフ（2025（R7）年5月1日現在） 

（２）維持管理の現状と課題，老朽化対       

策の必要性   

 基幹設備（ライフライン）を含む本学

施設の長寿命化を着実に進めていくため

には，施設を定期的に点検・診断し，老

朽化の状況を的確に把握することが必要

であるが，十分に行われていないのが実

情である。今後は，老朽改善を目的に，

こうした「未改修施設と未改善設備」を

いかにして解消して行くかが本学施設の

整備充実上の最重要課題である。 

 

 

 

４．施設の長寿命化への取組  
（１）予防（計画）保全型の維持管理の実施 

 点検により構造体力の低下度合や劣

化，損傷等の老朽化状況を的確に把握し

た上で，優先順位付けや予算の平準化，

トータルコストの縮減等を加味した計画

を策定し，この計画に基づき効果的・効

率的に長寿命化を図ることにより，施設

の良好な状態（クオリティ・スペース・

コストが最適な状態）の維持やより高い

安全性と信頼性の確保に努めていく，

「予防保全」による整備充実手法に移行

する。（図表ー28.4） 

富山大学施設の経年別保有面積とそのグラフ（2025（R7）年5月1日現在） 

0㎡

20,000㎡

40,000㎡

60,000㎡

80,000㎡

100,000㎡

120,000㎡
経年別保有面積

改修済 一部改修済 未改修

新耐震基準1981年以降旧耐震基準

：【改修済み】外部，内部のすべてが改修済み 

：【一部改修】外部，内部のいずれかが未改修 

：【未改修】改修履歴がない  

要改修面積：経年30年以上，未改修または一部改修済 
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図表－28.4 改築中心から長寿命化（予防保全型）への転換イメージ 

転 換 

※20年ごとを25年ごとに改修を行うものとすると改築するまでの期間が100年間となり得る。 

※20年ごとを25年ごとに改修を行うものとすると改築するまでの期間が50年間となり得る。 
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図表－28.5 富山大学の長寿命化計画ロードマップ 

（２）メンテナンスサイクルの円滑な実施 

に向けた環境整備  

施設の長寿命化のための取組を円滑に

進めることができるよう，必要な点検・

診断，各個別行動計画・各個別施設計画

等の策定，修繕・改修等の各プロセスで

活用できる指針・マニュアル・施設の総

合管理システムを整備充実させ，施設マ

ネジメントによるメンテナンスサイクル

を着実に実施する。（図表ー28.5） 

（３）施設の総合管理によるクオリティ・ 

スペース・コストの最適化 

点検・診断及び行動計画・個別施設計

画（改善計画）の策定により，中長期的

な将来の見通しを把握し，施設のクオリ

ティ・スペース・コストの最適化を図

り，確実な実施が行えるようコスト及び

工事実施の平準化を行う。 

当初５年間の目標  

施設の健全確保のための仕組み確立  

期間全体の目標  

施設の老朽化に起因する重大事故ゼロを継続 

一期 
2015(H27).4.1～2021(R3).3.31 

第二期 
2021(R3).4.1～2026(R8).3.31 

第三期 
2026(R8).4.1～2031(R13).3.31 

   施設の健全性確保のための仕組み作り（点検基準等の整備，点検結果の収集・蓄積・活用の仕組み検討等） 

施設類ごとに個別施設計画を策定 

個別施設計画を推進（計画に基づき施設を維持管理し，長寿命化を推進） 

長寿命化計画（総合管理計画）2016(H28)年3月 

▼ ▼ 

長寿命化計画（個別施設計画）2017(H29)年3月 

http://www.u-toyama.ac.jp/index.html



